
第 37 期

活動期間：令和３年９月１日～令和４年８月３１日

株式会社野上技研

作成日：令和４年 ９月３０日

改訂日：令和５年 ６月 １日



目 次

組織の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1頁

対象範囲、レポートの対象期間及び発行日・・・・・・・・ 1頁

組織図・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2頁

環境方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3頁

環境目標及び環境活動計画・・・・・・・・・・・・・・・ 4頁

環境目標の結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5頁

主要な環境活動計画の内容と実績・・・・・・・・・・・・ 6頁

環境関連法規等の確認及び違反、訴訟等の有無・・・・・ 7､8頁

代表者による全体評価と見直しの結果・・・・・・・・・・ 9頁



組 織 概 要

１．事業所名及び代表者名

事業所名：株式会社野上技研

代表者名：野 上 良 太

２．所在地

本社 〒152-0002 東京都目黒区目黒本町５丁目９番３号

TEL 03-3712-8965 FAX 03-3715-2981

茨城工場 〒319-2144 茨城県常陸大宮市泉１１３６番３号

TEL 0295-53-2188(代表) FAX 0295-53-1228

TEL 0295-53-2109(営業直通)

Mail：soumu＠nogami-gk.co.jp

３．環境保全関係の責任者及び連絡先

環境管理責任者：総務部 堀江 俊

連絡先：TEL 0295-53-2188(代表) FAX 0295-53-1228

Mail：t-horie＠nogami-gk.co.jp

４．事業内容

精密冶具設計・製作／精密刃物製作／精密金型設計・製作／精密プレス加工

５．事業の規模

活動規模 単位
34 期

(H30.9-R01.8)

35 期

(R01.9-R02.8)

36 期

(R02.9-R03.8)

37 期

(R03.9-R04.8)

売上高 百万円 820 635 725 865

従業員 人 56 56 56 60

床面積 ｍ2 2893 2893 2893 2893

６．対象範囲（認証・登録範囲）、レポートの対象期間及び発行日

対象範囲は「２.所在地」に記載の野上技研全組織、全活動を対象に行います。

レポートの対象期間及び発行日は表紙に記載。
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役職 責任および権限

代表者

１．取り組みの対象組織・活動の明確化 (要求事項１)

２．経営における課題とチャンスを整理し、明確にする（要求事項２）

３．環境方針の作成、全従業員に周知 (要求事項３)

４．実施体制の構築（要求事項７）

５．代表者による全体の評価と見青し（要求事項１４）

６．環境活動レポートの承認

７．その他

環境管理責任者

（環境推進事務局）

１．環境負荷と環境への取組状況の把握及び評価(要求事項４：事務局担当)

２．環境関連法規の取りまとめ（要求事項６：事務局担当）

３．環境目標及び環境活動計画の策定（要求事項６）

４．環境コミュニケーションの実施（要求事項９）

５．取組状況の確認及び問題の是正及び予防（要求事項１３）

６．環境関連文書及び記録の作成・管理（要求事項１２：事務局担当）

７．環境活動レポートの作成・公表（事務局担当）、確認（環責）

８．その他

部門責任者

１．教育・訓練の実施（要求事項８）

２．実施及び運営（要求事項１０）

３．環境上の緊急事態への準備及び対応（要求事項１１）

４．その他

組 織 図

取締役常務兼

環境推進事務局

環境管理責任者

堀江部長

環境推進事務局
堀江
石井
滝
平塚望

環境代表者

代表取締役

野上良太

総務課製造技術開発技術アカウント

マネジメン

製造課

総務部製造部
本 社

電池開発支援事業部



株式会社野上技研は、精密金型･精密治具の設計・開発及び製造における全

ての活動において、大気汚染予防・省エネルギー・廃棄物の低減を重点とし

た、環境保全に取り組み、地域・社会に貢献してまいります。

また、社員一人一人が環境に対しての意識を高め、地域の環境改善、環境

に配慮した生産に取り組みます。

【環境行動指針】
１．当社の行なう全ての事業活動を通じて環境への負荷を削減するため、環境マネジメントシステムを

構築し、自主的な環境目標・活動計画を定め継続的な改善を推進します。

２．関連する環境の法規、条例その他合意事項を尊守するとともに、環境汚染の予防を進めることに

より社会的責任を果たします。

３．当社の事業活動において、以下の項目を環境管理重点テーマとして積極的に取組みます。

①機械設備、照明設備、空調設備、車両等の使用エネルギーの削減

②紙類及び水の有効活用による使用量の削減

③排出される廃棄物の分別を徹底し、リサイクルを促進する

④エコマーク製品等の環境に配慮した製品のグリーン購入の推進

⑤環境配慮製品・サービスの提供

・環境配慮の開発・設計に努め、顧客や発注者に対して積極的な環境保全の提案をします。

・省資源・エネルギーの生産技術確立、不良品の削減、歩留まり向上及び平準化生産の促進等の

環境配慮の生産に努めます。

・環境保全型商品等の販売及び消費者に対する情報提供等に努めます。

４．従業員への環境教育、啓発活動を行い、環境に対する意識を高め、環境方針の実現を目指します。

この環境方針は朝礼、会議等を通じて全従業員に周知徹底いたします。

５．環境への取組み状況は、環境活動レポートにまとめ公表いたします。

制定日 平成２２年５月１日

株式会社野上技研

代表取締役
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環 境 目 標 及び 環 境 活 動 計 画

購入電力の排出係数は（旧基準値および 29期活動までは H19年度 0.425）（新基準値および 30期活動からは H24年度 0.525）

4
※ 化学物質の使用はありません。



環境目標と結果

購入電力の排出係数は（旧基準値および 29期活動までは H19年度 0.425）（新基準値および 30期活動からは H24年度 0.525）

※ 化学物質の使用はありません。



主要な環境活動計画の内容と実績・次年度への取組み
環境

項目
取り組み項目 活動計画（対象・内容・手段）と実績・評価

二
酸
化
炭
素
排
出
量
削
減

電力使用量の削減

夏場の最大電力を抑えるため、６月から９月まで最大電量の

目標値を設定しデマンド監視を実施、エリアごとのエアコン温度の設定

【実績評価】目標値を達成できた。

目標値を設定しデマンド監視を実施 管理者を決めて実施した

エリアごとのエアコン温度の設定 管理担当者以外の温度設置を禁止した

節電活動は従来通りできたが使用量全体では増加傾向あった。

【次年度の取り組み内容】

設備増設による消費電力を把握して目標値を設定する。

ガソリン消費量の削減

省エネ運転の実行

公共交通機関利用の推進

【実績評価】目標を達成できた。

営業の業務改善により顧客先への訪問回数が激減したことで

社用車の使用回数を減らすことができた。

【次年度の取り組み内容】

公共交通機関利用と省エネ運転の継続的推進

廃
棄
物
排
出
量
の
削
減

一般廃棄物排出量の削減

産業廃棄物排出量の削減

廃棄物の分別回収の徹底

産業廃棄物の排出抑制

【実績評価】一般廃棄物、産業廃棄物ともに目標を達成できた。

【次年度の取り組み内容】

分別の徹底

梱包資材、緩衝材の再利用の継続的推進

水
使
用
量
の
削
減

水使用量の削減

メーター監視の強化

蛇口およびトイレの水漏れ確認

【実績評価】目標を達成できた。

節水活動の推進

【次年度の取り組み内容】

節水活動推進を継続する

グ
リ
ー
ン
購
入
の

推
進 グリーン購入の推進

グリーン規格商品の購入

【実績評価】3品目の商品を新規追加できた。

購入品全てにおいてグリーン規格の商品を優先的に購入。

【次年度の取り組み内容】

グリーン規格商品を優先的に購入推進

環
境
配
慮
製

品
・
サ
ー
ビ
ス

の
提
供

環境配慮製品・サービスの提

供

【実績評価】

3件の新規案件を提供できた。

【次年度の取り組み内容】

更に高寿命、省資源の製品を提供できるよう開発力強化を図る

環
境
教
育
の
促
進

従業員の環境意識の向上

期間 ３回実施

活動状況と来期についての活動検討会

緊急時対応訓練の実施（避難訓練）

【実績評価】計画通り実施。

期活動報告と 37 期に向けての活動計画について

地震発生時の避難訓練 避難通路の確保、報告・連絡・相談の確認

【次年度の取り組み内容】

効果的な環境負荷活動を立案し全社員が取り組む活動を推進
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環境関連法規等の確認及び違反、訴訟等の有無

環境関連法令等の順守状況を確認した結果、法令等は順守されており、行政機関からの指

導はありませんでした。また、環境に関する苦情、訴訟等もありませんでした。なお、過去

３年間環境にかんする違反、苦情、訴訟等の指摘はありません。



7

9 8



代表者による全体評価と見直しの結果（9月 16日実施）

第３６期の環境活動において、電力使用量は目標を達成することが出来なかったことから

今期の電力使用量は大型研削盤の稼働率を考慮し設定することで何とか目標を達成するこ

とができた。しかし、来期３８期においては試験装置等を導入することからさらに電気の使

用量が増加することが想定される。

38期目標についても導入設備の消費電力、稼働率を考慮して設定すること。

電力使用量以外の項目については目標を達成することができた。

今期は社用車３台を現行よりも燃費効率の良い車に入替えをおこなった。

トヨタ プラグインハイブリット（PHV） １台

トヨタ ハイブリット（HV） １台 日産 E-POWER １台

消費電力を抑えるためにエアコンの室内機、室外機の洗浄を業者に依頼した。７月末より開

始した、台数が多いため週末に数台ずつ実施予定、全て終了するのは１０月位になる見込み。

項目

変更の必要性

指示内容

（変更の必要性ありの場合のみ記入）要 否

１ 環境方針 ○

２ 環境目標 ○

３
環境活動計画と

取り組み事項
〇 電力使用量の見直し

４
環境経営システム

のための組織
○

５ その他・外部への対応 ○
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